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事務事業評価 令和元年度実績あ

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 130 150 160 目標値 3,000 6,000

 ( H25 ～ ) 実績値 128 150 － 実績値 7,390 －

 [店舗] 達成率 98.5% 100.0% － [件] 達成率 246.3% －

 目標値 360 400 500

実績値 372 479 －

[事業所] 達成率 103.3% 119.8% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 30,000 45,000 49,000

32,054 28,945 実績値 30,706 43,288 －

30,003 － [累計：ダウンロード] 達成率 102.4% 96.2% －

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 30 35 目標値 11 17

 ( H29 ～ R1 ) 実績値 46 83 実績値 12 15

 [回] 達成率 153.3% 237.1% [市町村] 達成率 109.1% 88.2%

 目標値 19 19

実績値 21 25

[回] 達成率 110.5% 131.6%

令和元年度 令和 2 年度 目標値 25 25

7,845 実績値 24 25

7,365 [箇所] 達成率 96.0% 100.0%

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 2,000 2,000 目標値 800 800 900

 ( H20 ～ ) 実績値 8,000 － 実績値 753 － －

 [部] 達成率 400.0% － [延べ：件] 達成率 94.1% － －

 目標値 13 16

実績値 13 －

[社] 達成率 100.0% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 1 1

22,345 30,800 実績値 1 －

22,206 － [回] 達成率 100.0% －

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 2,000 2,000 目標値 1,000 1,500

 ( R1 ～ R3 ) 実績値 1,149 － 実績値 1,402 －

 [件] 達成率 57.5% － [店] 達成率 140.2% －

 目標値 20 20

実績値 11 －

[事業所] 達成率 55.0% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値

12,190 9,068 実績値

10,940 － 達成率

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

1

みんなで進める健康づくり事業

平成 30年度

①おおいた健康ポイント推進
　事業　　　　　　　13,099

②温泉を活用した健康寿命延
　伸モデル事業　　　 9,090

③「まず野菜、もっと野菜」
　プロジェクト　　 　5,319

④健康寿命延伸県民運動推進
　事業　　　　　　   2,634

健康アプリのダウンロード
数予算 22,695

決算 21,730

うま塩メニュー提供店の登
録数

温泉効果に関するソフ
トエビデンス収集件数

健康づくり支援課

　健康寿命を延伸させるため、健康づくりに対
する県民意識の醸成に向けた県民運動を展開す
る。また、入浴効果の収集・発信や温泉を活用
した健康プログラム創出に取り組む市町村を支
援する。

健康経営事業所の認定数 事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　平成28年の健康寿命における本県の全国順位が下がった。その要因の１つであ
る、ストレス解消ができていない等の「休養・こころの健康」対策が必要となっ
ている。
　そのため今後も「休養・こころの健康」につながる温泉活用プログラムの創出
支援や検証データの収集を行うことで、働く世代に対する新たな健康づくりの方
策を提案する。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

2

地域の健康課題対策推進事業

平成 30年度

①地域ごとの住民の生活習慣
　に応じた対策を実施
　　　　　　　　　　 7,845
・うま塩ヘルシー弁当等提供
　店舗への支援と活用促進に
　向けた普及啓発
・がん検診受診率向上に向け
　た受診体制の充実
・青壮年期の運動定着に向け
　た事業所への運動トレーナ
　ーの派遣

運動トレーナー等の派遣事
業所数予算 8,746

決算 8,322

うま塩ヘルシー弁当開発に
向けた店舗の訪問件数

健康課題に対応した事業
を立案・拡充した市町村
数福祉保健企画課

　地域ごとの健康課題の解決に向け、職場ぐる
みの運動定着への普及啓発や減塩・肥満対策な
ど、保健所を拠点として市町村や関係機関と連
携し、住民の生活習慣に応じた対策を実施す
る。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　保健所を拠点とした健康増進施策の展開により、健康を支える地域の基盤整備
や今後地域で健康づくりを牽引する人材の育成、住民と協同して取り組む仕組み
づくりにつながった。
　こうした取組の成果を踏まえ、今後は保健所を拠点とした対策から、市町村の
健康増進取組促進、市町村への取組支援の対策を強化するため、令和２年度から
「地域の健康づくり支援事業」を実施する。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

3

がん対策推進事業

平成 30年度

①がん診療連携拠点病院の機
　能強化を図るための事業費
　補助
　　　　　　　　　　20,000
②治療と仕事の両立の情報を
　掲載したリーフレット等の
　作成・配布
　　　　　　　　　　 1,115
③働き世代が集まるイベント
　での企業と連携したＰＲ
　　　　　　　　　　　 519
　

大分県治療と仕事の両立支
援推進チームへの参加予算 23,490

決算 22,573

リーフレットの配布数 がん相談支援センターで
の就労・社会保障等の相
談件数健康づくり支援課

　がんになっても安心して暮らせる社会を構築
するため、がん診療拠点病院等の機能強化を図
るとともに、働くことが可能で意欲のあるがん
患者等の就労支援をサポートし、治療と仕事の
両立を支援する。

健康寿命日本一おうえん企業の
うち、がん患者の就労支援に取
り組む企業数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　がん診療連携拠点病院等を通して、働き世代のがん患者に対して、治療と仕事の
両立支援リーフレットを配布するとともに、健康寿命日本一推進フォーラムで、健
康寿命日本一おうえん企業と連携し、がんに関するブースを設置して、治療と仕事
の両立支援の普及を促進した。
　引き続き、関係機関や企業と連携し、がん患者の治療と仕事の両立支援の普及に
努める。
　成果指標の令和元年度実績値は、令和２年１０月頃に確定する見込みであるた
め、評価は平成３０年度実績を採用。

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

4

受動喫煙防止対策事業

平成 30年度

①受動喫煙対策環境整備事業
                     8,552
 
②事業所禁煙サポート事業
　　　　　　　　　　 1,093

がん検診おける出張検診

飲食店の訪問指導件数 完全禁煙の飲食店数

健康づくり支援課

　望まない受動喫煙を防止するため、飲食店等
に対して適切な対策が行われるよう促すほか、
禁煙に取り組む事業所を支援する。

禁煙サポート事業参加事業
所数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　受動喫煙の機会の多い飲食店の実態調査により、飲食店の受動喫煙の基礎デー
タが判明したことから、今後は更なる完全禁煙に取り組む飲食店を増加させるた
めの訪問や指導件数を増加させる必要がある。
　事業所の禁煙支援については、個人の負担、事業所の負担もあることから直接
禁煙サポート事業を利用する事業所が少なかったため、各保健所をとおした啓発
を行い、禁煙支援の取組拡大に努める。

区分

区分

予算

決算

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ａ
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事務事業評価 令和元年度実績あ

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 9 9 目標値 8.5 7.8

 ( H29 ～ R1 ) 実績値 8 8 実績値 10.7 12.4

 [校] 達成率 88.9% 88.9% [％] 達成率 74.1% 41.0%

 目標値 2 2

実績値 2 2

[回] 達成率 100.0% 100.0%

令和元年度 令和 2 年度 目標値

1,721 実績値

1,323 達成率

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,800 1,800 目標値 180 200

 ( H29 ～ R1 ) 実績値 1,906 399 実績値 295 347

 [人] 達成率 105.9% 22.2% [箇所] 達成率 163.9% 173.5%

 目標値 108 108

実績値 197 42

[延べ:人] 達成率 182.4% 38.9%

令和元年度 令和 2 年度 目標値 360 360

2,284 実績値 253 118

2,103 [人] 達成率 70.3% 32.8%

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 250 250 280 目標値 18.5 18.5 17.5

 ( H21 ～ ) 実績値 267 329 － 実績値 18.6 16.3 －

 [人] 達成率 106.8% 131.6% － [人] 達成率 99.5% 111.9% －

 目標値 550 550 550

実績値 506 220 －

[人] 達成率 92.0% 40.0% －

令和元年度 令和 2 年度 目標値 60 60 60

25,857 18,109 実績値 43 27 －

24,362 － [件] 達成率 71.7% 45.0% －

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

5

スクールヘルスアップ事業

平成 30年度

予算 3,018

決算 2,153

モデル実施校数 肥満傾向児出現率

体育保健課

　児童生徒の肥満の改善・予防を図るため、モ
デル校に栄養教諭を配置し、学校、家庭、地域
が一体となって食習慣・生活習慣の改善と運動
習慣の定着に向けた取組を行う。

児童生徒の食生活等に関す
る実態調査回数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　栄養教諭による食に関する指導や関係職員・家庭と連携した取組により、児
童・生徒の健康意識の改善は図られたものの、直接的に肥満改善に資する取組が
不十分であった。
　そのため、令和２年度からは、特に高度・中等度肥満児童生徒に対する個別の
支援を行う、「スクールヘルスサポート事業」を実施する。
　※令和元年度実績値は、令和２年１２月頃に確定する見込であり、令和２年４
月現在の速報値を記載。

区分

①県内各地域にモデル校を指
  定
                       998
 
②児童生徒の食生活等に関す
  る実態調査
　　　　　　　　 　  　723

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

6

地域介護予防推進事業

平成 30年度

①住民主体の介護予防及び自
　助・互助の推進
                     1,251
②自立支援型サービス事業所
　の育成
                       776
③自立支援型サービス担当者
　の資質向上の推進
                       256 介護サービス事業所自立支

援実践事業報告会参加人数予算 3,599

決算 3,338

住民向け介護予防マニュア
ルを用いた研修会参加人数

定期的に介護予防活動を
実施する住民主体の通い
の場高齢者福祉課

　要介護状態への移行・悪化を防止するため、
市町村の行う地域に根ざした住民主体の介護予
防活動等を支援する。

市町村等を対象にした能力
向上研修会参加人数

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　これまでの取組において、介護予防サポーターや介護予防従事者（各種専門職
や市町村職員、地域包括支援センター職員）等を対象にした会議･研修及び支援の
ための指導者派遣を通し、知識･技術の獲得と活動体制の強化を支援することで、
地域の介護予防活動の拠点となる通いの場の拡大につながり、目的は概ね達成し
ている。
　今後、地域に根ざした介護予防及び自立支援型サービスの更なる拡大を推進す
るため、令和２年度から「地域介護予防活動推進事業」を実施する。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

7

自殺予防対策強化事業

平成 30年度

①市町村の体制整備
　　　　　　　　　　12,911
②講演会、セミナー開催
　　　　　　　　　　 2,801
③自殺対策に携わる人材の養
　成研修等開催
　　　　　　　　　 　1,808
④保健所での精神科医師によ
　る相談の実施他
　　　　　　　　　　　 708

保健所での精神科医師によ
る相談件数予算 26,801

決算 25,444

人材養成のための研修会等
参加者数

自殺死亡率
＊人口10万人あたり自殺
者障害福祉課

  誰も自殺に追い込まれることのない社会を実
現するため、自殺関連事象に対する正しい知識
を普及するための講演会を開催するほか、市町
村が行う地域の実情に応じた自殺対策に対して
支援する。

自殺対策講演会参加者数 事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　自殺予防に関する普及啓発活動や、相談体制を強化するための研修会の実施、
自殺対策に関する研修を行う市町村への講師の派遣等を通じて、地域における自
殺対策力を強化することにより、社会全体で行う自殺予防対策を推進した。
　自殺者数は減少傾向にあるが、誰も自殺に追い込まれることのない社会を目指
し、引き続き自殺予防の取組を推進する。

区分

Ｄ

Ａ

Ａ
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